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新型コロナ感染症への対応に関する要望書 





　コロナ禍という未曽有の事態の下で、市民の命と暮らし、中小事業者と地域経済を守る


ため献身されておられる皆さんに心から感謝申し上げます。 


　14日には、東京など一部を除いて「緊急事態宣言」が解除されましたが、事業活動も


市民生活も今後一定の長期にわたり感染防止を踏まえた対応が求められます。党として政


府に対し「自粛と一体の補償」や「PCR検査体制の拡充と医療崩壊防ぐ抜本的予算措置」


を継続して求めてきたところです。 


　日本共産党にもこの間、困りごとや支援要望が市民から多数寄せられております。県・


市が独自施策を様々打ち出していることに敬意を表しつつ、以下要望いたします。 


記 


（一）検査体制の強化と感染防止対策について 


1、感染拡大が全国に先行した北海道では、外出自粛や営業制限が緩和された後に第二波、三波と


感染者の増加がおこったとされることから、いわき市においても万が一の感染再拡大に備え、


PCR検査外来を整備してください。医師会など関係機関と協議し福島市で実現している「ドラ


イブスルー」検査方式なども検討してください。 


２、37.5度以上の発熱が数日続かなくても、医師が必要と判断すればPCR検査の対象となること


を市としても改めて市民に周知徹底してください。 


３、国民皆保険のわが国の制度が、爆発的な感染拡大を水際で辛うじて食い止めているという見


方もあることから、いざというとき市民が安心して医療にアクセスできることがいま一際重要


です。すべての国保資格証交付者に、緊急に国民健康保険証を郵送・手交してください。 


４、軽症者・無症状者の宿泊施設が市内に開設し、県や市のコロナ危機への取り組みが市民の目


に届くようになってきつつあることは不安解消にとって重要です。万が一ウイルスに感染した
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場合にも安心して治療・療養にあたれるというフローを市として明確にし、相談対応や市民へ


の周知に保健師等専門家を配置してください。 


５、福島市や郡山市は失業者・生活困窮者などに緊急に公営住宅を無償提供するなどの施策を講


じています。ステイホームを全うするためにも無宿者などへの支援を強化し、空き部屋になっ


ている市営住宅の補修費用予算化や新設と合わせ、無償提供を行ってください。 


６、マスクや消毒液などの衛生用品について、市場に出回りつつあるものの以前と比べ５倍10倍


もの値になり営業が圧迫される、と医療・福祉関係者をはじめ切実な声が寄せられています。


市として物品を確保し必要な事業所へ配布するなどの取り組みを拡充するとともに、須賀川市


の「感染拡大防止経費補助金」のような事業者むけ経費補助制度を創設してください。 





（二）給付金や支援金にかかわって 


１、国の持続化給付金や市独自の自営業者向け家賃補助について、収入５割減という条件が厳し


いという声が強く寄せられています。市として営業や困窮の実態をよく見て柔軟に対応してく


ださい。また５割減という給付条件の撤廃を国に求めてください。 


２、国民健康保険の傷病給付金制度が今回はじめて条例化されたことを歓迎します。給付対象を


限定することなく、市独自にすべての被保険者へ対象を拡大してください。国に対象


拡大を求めてください。 


３、雇用調整助成金や持続化給付金について、申請手続きの複雑さや支援金給付の遅さによって


申請そのものをあきらめてしまう事業者もいることから、相談窓口の箇所数と機能を抜本的に


拡充してください。雇用調整助成金について休業した労働者本人が申請できるように制度が拡


充される動きもあります。10万円の特別定額給付も含め、例えばスーパーやショッピングモー


ルなどに相談・申請支援の窓口を開くなど、個人への援助も強めてください。 


４、いわき市独自の事業者向け家賃支援が大変歓迎されています。一方、月あたりの支援上限５万


円（６カ月間・最大30万円）では到底まかないきれないほどの高額家賃・固定費用を払ってい


る事業所も多いことから、月当たりの補助上限を増額してください。また、県が自粛対象事業


所以外への支援制度をつくりましたが、持続化給付金の受給が条件でハードルが高いとも言わ


れています。限定なしに自己申告により受けられる中小業者支援のパッケージを市独自に創設


してください。 





（三）子育て・教育にかかわって 


１、長期休業期間などに計画される補充授業について、いわき市内は多くの小中学校でエアコン


設置が完了していないことから設置を急ぐとともに、酷暑による子どもたちの健康被害につながらないよう配慮し


てください。マスクや消毒液を各学校に配付するなど、教育現場の感染防止対策の手立てを徹


底してください。 
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２、学習の遅れもさることながら、数ヶ月にわたり中断した学校生活に復帰することも児童に


とって容易ではないことから、一人一人に丁寧なケアを心がけるとともに、対応にあたる教員


の抜本的な拡充を国・県に求めてください。 


３、小中学校の再開にあたって、学校給食配膳時の感染対策を実施するとともに、子どもたちに


とって学校給食が食育の機能を持ち、欠かせない栄養摂取の機会でもあることに十分配慮して


実施してください。 


４、学校司書や支援員など市が雇用する学校職員について、専門性向上のための教育研究など必


要に応じて在宅勤務を保障する制度を検討・実施してください。 


５、無認可保育所や民間の放課後児童クラブ（学童保育）の保育料や利用料について、政府の要


請による全国一斉休校や、緊急事態宣言を受けた市の休業要請によって子どもを預けなかった


期間については返金や免除などの措置を取り、子育て家庭の経済負担を緩和してください。ま


た、保育所や学童の経営を支援し、保育労働者や学童支援員の暮らしを守る施策を市として講


じてください。 





（四）台風・水害などの自然災害対策強化について 


１、コロナ感染対策強化によって水害対策に遅れが出るのではないかという声が多数寄せられて


います。梅雨時期までの堤防など緊急復旧完了を急ぐとともに、本格的な台風シーズンの前に


河川改修や整備などを抜本的におこなえるよう国・県と協議し事業が進むように求めてください。 


２、異常気象による局所的な豪雨が今年に入ってもすでに発生し、この間体感レベルの地震も連


続していることから、感染対策に配慮し３密を回避した避難所運営を今から検討してくださ


い。高齢者や障害を持ついわゆる避難弱者について、一時避難から宿泊施設を利用できるよう


民間ホテルなどと協定を結ぶとともに、市民や関係者が安心を得られるよう丁寧に周知してく


ださい。 


３、事故収束・廃炉作業がすすめられる東電福島第一原子力発電所の感染防止対策について、国・


東電の責任ある対応を求めてください。また、トリチウムのみならず多数の放射性核種を含む


ALPS処理水について、コロナ危機に乗じて海洋放出方針を決めることは許されないと政府に強


く求めてください。 


以　上
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